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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第56期
第１四半期
連結累計期間

第57期
第１四半期
連結累計期間

第56期

会計期間
自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日

自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

売上高 (千円) 4,166,812 3,103,709 17,077,600

経常利益 (千円) 2,797 50,450 18,615

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(千円) 9,227 △217,522 62,350

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △166,561 △186,410 △240,887

純資産額 (千円) 10,231,818 9,632,261 10,151,243

総資産額 (千円) 21,523,673 19,224,815 20,265,905

１株当たり四半期(当期)純利益金
額又は四半期純損失金額（△）

(円) 0.56 △14.67 3.82

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 47.5 50.1 50.1

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額又は四半期純損失金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

４．第56期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

（１）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による生産拠点の被災や電力供給の制

約で生産や輸出が大幅に減少、消費マインドの低下により個人消費も低迷しました。しかしながら、好調を

維持する新興国需要にも支えられ、サプライチェーンの復旧が進むにつれて、全体としては回復に向かって

おります。

当社グループが属する自動車業界におきましては、震災影響による生産の休止で大幅な減産となり販売

も減少しましたが、震災直後の想定を上回る速さで供給体制の立て直しが進み、６月には生産はほぼ回復し

ました。一方、電力不足や円高の長期化、原油価格の高止まりなど、事業環境は依然として不透明な状況にあ

ります。

このような状況の中、当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は3,103百万円（前年同

四半期比25.5％減）、営業利益は41百万円（前年同四半期1.4％増）、経常利益は50百万円（前年同四半期

の経常利益は2百万円）、四半期純損失は217百万円（前年同四半期は9百万円の四半期純利益）となりまし

た。

　
セグメントの業績は次のとおりであります。

　
① 自動車部品

売上高は2,984百万円（前年同四半期比25.9％減）、セグメント利益は62百万円（前年同四半期比

7.5％減）となりました。

② 住宅

売上高は100百万円（前年同四半期比20.8％減）,セグメント損失は15百万円（前年同四半期のセグ

メント損失は20百万円）となりました。

③ 包装製品

売上高は18百万円（前年同四半期比34.2％増）、セグメント損失は5百万円（前年同四半期のセグメ

ント損失は5百万円）となりました。

　
（２）財政状態の分析

(資産）

当第１四半期連結会計期間末における総資産は19,224百万円（前連結会計年度末比1,041百万円減）と

なりました。

このうち流動資産は、8,122百万円（前連結会計年度末比1,041百万円減）となりました。これは主に現金
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及び預金が701百万円、受取手形及び売掛金が313百万円それぞれ減少したこと等によるものです。

固定資産は、11,040百万円（前連結会計年度末比0百万円増）となりました。これは主に工具、器具及び備

品が108百万円、投資有価証券が28百万円それぞれ減少した一方、建設仮勘定が127百万円増加したこと等に

よるものです。

　
（負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債は9,592百万円（前連結会計年度末比522百万円減）となりま

した。

　このうち流動負債は6,137百万円（前連結会計年度末比313百万円減）となりました。これは主に１年内返

済予定の長期借入金が224百万円増加した一方、支払手形及び買掛金が475百万円、短期借入金が116百万円

それぞれ減少したこと等によるものです。

固定負債は、3,455百万円（前連結会計年度末比209百万円減）となりました。これは主にリース債務が14

百万円増加した一方、長期借入金が226百万円減少したこと等によるものです。

　
（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産は9,632百万円（前連結会計年度末比518百万円減）となり

ました。これは主に利益剰余金が217百万円減少し、自己株式が328百万円増加したこと等によるものです。

　
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

　
（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は14百万円です。

　
（５）従業員数

当第１四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

　
（６）生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

　
（７）主要な設備

①　主要な設備の状況

新設、休止、大規模改修、除却、売却について、当第１四半期連結累計期間に著しい変動がありませ

ん。

　
②　設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末に計画中であった、提出会社における甲府工場の材料リサイクル設備につきま

しては、平成23年６月に完了いたしました。　

なお、当第１四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 47,040,000

計 47,040,000

　

② 【発行済株式】

　

種類

第１四半期会計期間
末現在発行数

(株)(平成23年６月
30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,514,29717,514,297
東京証券取引所市場

第二部

株主としての権利制限のない、
標準となる株式　　　　　　　単元株

式数は1,000株

計 17,514,29717,514,297－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額　
　　　　　　(千円)

資本金残高　　　
　　　　　　(千円)

資本準備金
増減額　　　　
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年４月１日～　
平成23年６月30日

－ 17,514,297 － 2,167,399 － 1,696,397

　

(6) 【大株主の状況】

      当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

　　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき　

　　　ず、記載することができませんので、直前の基準日である平成23年３月31日現在で記載しており

　　　ます。

　
① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数　　　(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式1,255,000

－
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式　
16,088,000

16,088 同上

単元未満株式 普通株式　171,297 － 同上

発行済株式総数 17,514,297 － －

総株主の議決権 － 16,088 －

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）　　　　盟和
産業株式会社

神奈川県厚木市寿町三丁
目１番１号ルリエ本厚木

1,255,000 － 1,255,0007.16

計 － 1,255,000 － 1,255,0007.16

（注）平成23年５月13日開催の取締役会決議に基づき、自己株式2,854,000株を取得しております。こ

れにより、当第１四半期会計期間における単元未満株式の買取請求による株式1,333株を含め、当

第１四半期会計期間末における自己名義所有株式数は4,110,925株であり、発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合は23.47％となっております。

　

２ 【役員の状況】

   前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月1日から平成23年６月30日まで)に

係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,147,046 2,445,201

受取手形及び売掛金 3,669,075 3,355,465

商品及び製品 808,576 645,581

原材料及び貯蔵品 441,621 420,769

販売用不動産 72,084 72,441

繰延税金資産 143,029 143,029

その他 883,001 1,040,699

貸倒引当金 △794 △685

流動資産合計 9,163,641 8,122,503

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,881,355 1,894,197

機械装置及び運搬具（純額） 1,344,379 1,397,776

工具、器具及び備品（純額） 657,659 549,485

土地 2,008,450 2,008,450

リース資産（純額） 119,885 114,115

建設仮勘定 230,378 358,348

有形固定資産合計 6,242,108 6,322,373

無形固定資産 419,964 451,918

投資その他の資産

投資有価証券 1,660,648 1,631,756

繰延税金資産 799,604 811,621

長期未収入金 2,809,518 2,799,518

保険積立金 281,444 281,444

その他 289,510 200,638

貸倒引当金 △1,462,910 △1,458,383

投資その他の資産合計 4,377,815 4,266,597

固定資産合計 11,039,889 11,040,889

繰延資産

開業費 62,374 61,423

繰延資産合計 62,374 61,423

資産合計 20,265,905 19,224,815
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,233,548 2,757,772

短期借入金 ※1
 2,042,900

※1
 1,926,800

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 461,145

※1
 685,247

リース債務 33,829 39,914

未払法人税等 22,788 7,164

賞与引当金 211,584 96,226

その他 444,349 623,932

流動負債合計 6,450,146 6,137,055

固定負債

長期借入金 ※1
 1,956,387

※1
 1,729,758

リース債務 140,093 154,401

退職給付引当金 1,268,913 1,271,866

長期未払金 263,197 263,389

その他 35,924 36,082

固定負債合計 3,664,515 3,455,498

負債合計 10,114,662 9,592,554

純資産の部

株主資本

資本金 2,167,399 2,167,399

資本剰余金 1,696,397 1,696,397

利益剰余金 6,681,469 6,463,946

自己株式 △299,152 △627,512

株主資本合計 10,246,113 9,700,231

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △21,060 △40,467

為替換算調整勘定 △77,451 △27,502

その他の包括利益累計額合計 △98,512 △67,969

少数株主持分 3,642 －

純資産合計 10,151,243 9,632,261

負債純資産合計 20,265,905 19,224,815
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 4,166,812 3,103,709

売上原価 3,477,038 2,505,743

売上総利益 689,774 597,966

販売費及び一般管理費 648,614 556,236

営業利益 41,160 41,729

営業外収益

受取利息 8,401 4,822

受取配当金 16,889 16,138

受取賃貸料 4,298 4,298

為替差益 － 15,892

その他 2,801 7,112

営業外収益合計 32,390 48,263

営業外費用

支払利息 46,321 19,279

支払手数料 12,248 14,079

その他 12,182 6,184

営業外費用合計 70,753 39,543

経常利益 2,797 50,450

特別利益

固定資産売却益 － 76

退職給付制度改定益 190,907 －

その他 7,951 －

特別利益合計 198,858 76

特別損失

固定資産除却損 677 3,974

投資有価証券評価損 142,087 －

リファイナンス費用 － 116,558

災害による損失 － 284,365

その他 42,946 10,687

特別損失合計 185,711 415,584

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

15,945 △365,057

法人税等 6,657 △147,827

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

9,287 △217,230

少数株主利益 59 292

四半期純利益又は四半期純損失（△） 9,227 △217,522
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

9,287 △217,230

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △192,360 △19,406

為替換算調整勘定 16,512 50,225

その他の包括利益合計 △175,848 30,819

四半期包括利益 △166,561 △186,410

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △166,898 △186,979

少数株主に係る四半期包括利益 337 568
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【継続企業の前提に関する事項】

  該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　該当事項はありません。

　
【会計方針の変更等】

  該当事項はありません。

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１.税金費用の計算

　当第１四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
　
　

　

　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

※１　財務制限条項

(1)　当社の株式会社三井住友銀行をエージェントとする
コミット型シンジケートローン契約（契約日：平成21年
９月30日、組成金額：1,750,000千円）には、下記財務制
限条項が付されており、当該条項に抵触した場合は、本契
約上のすべての債務について期限の利益を喪失する可能
性があります。
　①平成22年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日
における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合
計金額及び劣後ローン残高の合計金額を、(ⅰ)平成21年
３月期末日における単体の貸借対照表に記載される純資
産の部の合計金額の75％に相当する金額、又は（ⅱ)直近
の事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される
純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、い
ずれか高いほうの金額以上に維持すること。
　②平成22年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日
における単体の損益計算書に記載される営業利益を損失
としないこと。

 

※１　財務制限条項
(1)　当社の株式会社三井住友銀行をエージェントとする
コミットメントライン契約（契約日：平成22年10月29
日、組成金額：3,000,000千円）には、下記財務制限条項
が付されており、当該条項に抵触した場合は、本契約上の
すべての債務について期限の利益を喪失する可能性があ
ります。
　① 各事業年度末日における単体の貸借対照表に記載さ
れる純資産の部及び劣後ローン残高の合計金額を、(i)平
成22年３月期末日における単体の貸借対照表に記載され
る純資産の部の合計金額、又は(ⅱ)直前の事業年度末日
における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合
計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほう
の金額以上に維持すること。
　② 各事業年度末日における連結貸借対照表に記載され
る純資産の部の合計金額及び劣後ローン残高の合計金額
を、(i)平成22年３月期末日における連結貸借対照表に記
載される純資産の部の合計金額、又は(ⅱ)直前の事業年
度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部
の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高い
ほうの金額以上に維持すること。
　③ 各事業年度末日における単体の損益計算書に記載さ
れる営業損益を損失としないこと。

(2)　当社の株式会社三井住友銀行をエージェントとする
コミット型シンジケートローン契約（契約日：平成22年
３月26日、組成金額：1,300,000千円）には、下記財務制
限条項が付されており、当該条項に抵触した場合は、本契
約上のすべての債務について期限の利益を喪失する可能
性があります。
　①平成22年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日
における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合
計金額及び劣後ローン残高の合計金額を、(ⅰ)平成21年
３月期末日における単体の貸借対照表に記載される純資
産の部の合計金額、又は(ⅱ)直前の事業年度末日におけ
る単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額
の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額
以上に維持すること。
　②平成22年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日
における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計
金額及び劣後ローン残高の合計金額を、(ⅰ)平成21年３
月期末日における連結貸借対照表に記載される純資産の
部の合計金額、又は(ⅱ)直前の事業年度末日における連
結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％
に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に
維持すること。　
　③平成22年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日
における単体の損益計算書に記載される営業損益を２期
連続して損失としないこと。
　④平成22年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日
における連結損益計算書に記載される営業損益を２期連
続して損失としないこと。

(2)　当社の株式会社三井住友銀行をエージェントとする
コミット型シンジケートローン契約（契約日：平成23年
３月31日、実施日：平成23年４月11日、組成金額：
2,360,000千円）には、下記財務制限条項が付されてお
り、当該条項に抵触した場合は、本契約上のすべての債務
について期限の利益を喪失する可能性があります。

　① 各事業年度末日における単体の貸借対照表に記載さ
れる純資産の部の合計金額を、(i)平成22年３月期末日に
おける単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計
金額、又は(ⅱ)直前の事業年度末日における単体の貸借
対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当
する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持す
ること。

  ② 各事業年度末日における連結貸借対照表に記載さ
れる純資産の部の合計金額を、(i)平成22年３月期末日に
おける連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金
額、又は(ⅱ)直前の事業年度末日における連結貸借対照
表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する
金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持するこ
と。
　③ 各事業年度末日における単体の損益計算書に記載さ
れる営業損益を２期連続して損失しないこと。
　④ 各事業年度末日における連結損益計算書に記載され
る営業損益を２期連続して損失としないこと。
　⑤ 平成24年３月期以降の各事業年度末日における単体
の貸借対照表に記載される有利子負債の合計残高に、当
該事業年度末日における本件コミットメントライン契約
の未使用コミット金額の合計額を加算した金額を62.4億
円未満とし、且つ、当該事業年度末日における単体の貸借
対照表に記載される長期有利子負債の合計残高を23.6億
円未満とすること。
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前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

(3)　当社のMCo1号投資事業有限責任組合との劣後金銭消
費貸借契約（契約日：平成22年３月26日、組成金額：
1,000,000千円）には、下記財務制限条項が付されてお
り、当該条項に抵触した場合は、本契約上のすべての債務
について期限の利益を喪失する可能性があります。
　①2010年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日に
おける単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計
金額及び本貸付の残高の合計金額を、(ⅰ)2009年３月期
末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部
の合計金額、又は(ⅱ)直前の事業年度末日における単体
の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％
に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に
維持すること。
　②2010年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日に
おける連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金
額及び本貸付の残高の合計金額を、(ⅰ)2009年３月期末
日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合
計金額、又は(ⅱ)直前の事業年度末日における連結貸借
対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当
する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持す
ること。　
　③2010年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日に
おける単体の損益計算書に記載される営業損益を２期連
続して損失としないこと。
　④2010年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日に
おける連結損益計算書に記載される営業損益を２期連続
して損失としないこと。

　

(4)　当社の株式会社三井住友銀行をエージェントとする
コミットメントライン契約（契約日：平成22年10月29
日、組成金額：3,000,000千円）には、下記財務制限条項
が付されており、当該条項に抵触した場合は、本契約上の
すべての債務について期限の利益を喪失する可能性があ
ります。
　①各事業年度末日における単体の貸借対照表に記載さ
れる純資産の部及び劣後ローン残高の合計金額を、(i)平
成22年３月期末日における単体の貸借対照表に記載され
る純資産の部の合計金額、又は(ⅱ)直前の事業年度末日
における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合
計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほう
の金額以上に維持すること。
　②各事業年度末日における連結貸借対照表に記載され
る純資産の部の合計金額及び劣後ローン残高の合計金額
を、(i)平成22年３月期末日における連結貸借対照表に記
載される純資産の部の合計金額、又は(ⅱ)直前の事業年
度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部
の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高い
ほうの金額以上に維持すること。
　③各事業年度末日における単体の損益計算書に記載さ
れる営業損益を損失としないこと。
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前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

（追加情報）
借入金の借換え
　当社は、現状の資金調達環境等を勘案し、借入条件の改
善等を目的として平成23年４月１日現在のすべての長期
借入金を対象にリファイナンスを行うため、株式会社三
井住友銀行をエージェントとして総額2,360,000千円の
コミット型シンジケートローン契約を平成23年３月31日
に締結いたしました。当該借換えに関する詳細は以下の
通りであります。
(1)借入先
　株式会社三井住友銀行他を貸付人とするシンジケート
ローン
(2)借換え金額及び実施日
　借換え金額　2,360,000千円
　実施日　平成23年４月11日
(3)契約期間
　平成23年４月11日から平成28年３月31日
(4)借入利息
　借換えにより、支払利息の大幅な減少を見込んでおりま
す。
(5)主な借入条件
　①担保資産
　　変更なし
　②財務制限条項
　a)各事業年度末日における単体の貸借対照表に記載さ
れる純資産の部の合計金額を、(i)平成22年３月期末日に
おける単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計
金額、又は(ⅱ)直前の事業年度末日における単体の貸借
対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当
する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持す
ること。
　b)各事業年度末日における連結貸借対照表に記載され
る純資産の部の合計金額を、(i)平成22年３月期末日にお
ける連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金
額、又は(ⅱ)直前の事業年度末日における連結貸借対照
表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する
金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持するこ
と。
　c)各事業年度末日における単体の損益計算書に記載さ
れる営業損益を２期連続して損失しないこと。
　d)各事業年度末日における連結損益計算書に記載され
る営業損益を２期連続して損失としないこと。

　

　e)平成24年３月期以降の各事業年度末日における単体
の貸借対照表に記載される有利子負債の合計残高に、当
該事業年度末日における本件コミットメントライン契約
の未使用コミット金額の合計額を加算した金額を62.4億
円未満とし、且つ、当該事業年度末日における単体の貸借
対照表に記載される長期有利子負債の合計残高を23.6億
円未満とすること。
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(四半期連結損益計算書関係)

該当事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

減価償却費 205,707千円 217,786千円

のれんの償却額 2,005千円 2,259千円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成23年５月13日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定に読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議し、実施いたしました。平成23年５月16

日に2,854千株、328,210千円の自己株式を取得いたしました。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：千円）

　
報告セグメント

合計
自動車部品 住宅 包装製品 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 4,026,150126,696 13,9654,166,8124,166,812

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － －

計 4,026,150126,696 13,9654,166,8124,166,812

セグメント利益又は損失（△） 67,779 △20,475 △5,943 41,360 41,360

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 41,360

全社費用(注) △200

四半期連結損益計算書の営業利益 41,160

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

    該当事項はありません。
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：千円）

　
報告セグメント

合計
自動車部品 住宅 包装製品 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,984,582100,391 18,7353,103,7093,103,709

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － －

計 2,984,582100,391 18,7353,103,7093,103,709

セグメント利益又は損失（△） 62,664 △15,677 △5,257 41,729 41,729

　（注）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

自動車部品セグメントにおいて、子会社への出資による追加取得を行いました。

なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間においては2,789千円であります。

　
(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　
(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。　
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目 　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月31日)

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

　 0円56銭 △14円67銭

 (算定上の基礎) 　 　 　

四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(千円) 9,227 △217,522

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(千円) 9,227 △217,522

普通株式の期中平均株式数(株) 　 16,337,627 14,830,913

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

      また、当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当た

り四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月９日

盟和産業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    市川  一郎    

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    柴田    剛

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている盟和
産業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、盟和産業株式会社及び連結子会社の平成23年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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